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１．はじめに RC 部材の設計せん断

耐力の算定式は，せん断補強鋼材を用

いないコンクリートの負担分とせん

断補強鉄筋の負担分の累加強度とし

て表される設計式が採用されている。

RC 部材のせん断設計において，多量

にせん断補強鉄筋を配置する場合がある。部材に配置

するせん断補強鉄筋をできるだけ少なく配置するため

には，コンクリートが負担するせん断耐力を大きくで

きるとよい。本研究では，RC 部材に使用しているコ

ンクリートより高い引張強度を有する材料を RC 部材

に配置し，せん断破壊経路を制御することを考えた。

このような方法により，例えば，せん断スパン比（a/d）

が 3 程度の RC 部材を，仮に破壊経路でせん断スパン

比(a/d)を 1.5 程度にできれば，せん断補強鉄筋以外で

負担するせん断耐力の向上が期待できる可能性がある。

高引張強度領域を有する RC 部材のせん断破壊性状に

関して，模型試験体による曲げ載荷実験 1）を行い，既

往せん断評価式による検討を行ったので報告する。 

２．既往実験概要 2.1 試験体概要 表-1 に，試験体

諸元を，図-1(a)～(d)に，試験体形状を示す。試験体

Type-1 を，基本の試験体とし，Type-2～4 は，載荷点

から可動側支点間のせん断スパン内に高引張強度領域

を配置した。 

2.2 試験体製作方法および実験方法 高引張強度領

域は，箱抜きした箇所に骨材を配置し，エポキシ樹脂

を流し込んで製作した。実験は，スパン中央の 2 点集

中載荷で 50～100kN 程度毎にひび割れ状況を確認し，

破壊の発生が予測されてからは連続的に載荷した。 

３.実験結果の概要 3.1 破壊挙動 写真-1(a)～(d)

に最大荷重付近の各試験体の状況を示す。 

(1)Type-1 試験体(基本試験体) 載荷荷重が 300kN 時

に斜めひび割れの進展が大きくなり，載荷荷重が 337kN

時に破壊側の載荷点端部に斜めひび割れが貫通し，急

激な荷重低下となった。 

(2)Type-2 試験体 可動側支点側のみ高引張強度領域

を配置した。載荷荷重が 551kN 時に圧縮縁で圧壊し，

斜めひび割れが圧壊部を貫通し荷重が急激に低下し高

引張強度領域を避けた破壊となった。 

(3)Type-3・Type-4 試験体 高引張強度領域を 2 か所

設け，その間にせん断破壊経路を発生させること狙っ

た試験体である。Type-3 は，285kN で一旦荷重低下す
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(a)Type-1試験体 

(b)Type-2試験体 

(c)Type-3試験体 

(d)Type-4試験体 

図-1 試験体略図 

 
試験体
名

TYPE

B
幅(mm)

H
高さ(mm)

L
長さ(mm)

上鉄筋 下鉄筋
引張鉄筋

比
有効高
ｄ　(mm)

せん断
ｽﾊﾟﾝ

ａ　(mm)
a/d

高引張強度
領域

コンクリー
ト圧縮強度

f'c(N/mm
2
)

高引張材料圧
縮強度

f'c(N/mm
2
)

高引張材料
引張強度
ft(N/mm2)

主鉄筋降
伏強度σ

y(N/mm2)

主鉄筋降
伏ひずみ

ε y

せん断補
強鉄筋降
伏強度σ

y(N/mm2)

せん断補強
鉄筋降伏ひ
ずみε y

破壊荷重
(kN)

1 300 500 5000 D16-2
D32-

3(SD390)
1.89% 420 1360 3.24 － 32.3 - - 420 2383 365 2032 337

2 300 500 5000 D16-2
D32-

3(SD390)
1.89% 420 1360 3.24

300×140×
940

31.7 72.0 6.5 420 2383 365 2032 551

3 300 500 5000 D16-2
D32-

3(SD390)
1.89% 420 1360 3.24

（載荷点側)
300×140×

995
(支点側)

300×140×
705

35.1 72.0 6.5 420 2383 365 2032 552

4 300 500 5000 D16-2
D32-

3(SD390)
1.89% 420 1360 3.24

（載荷点側)
300×140×

1180
(支点側)

300×140×
520

32.5 72.0 6.5 420 2383 365 2032 329

表-1 試験体諸元表 
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るが，荷重が回復し，552kN

の最大荷重を示した直後に

載荷点側高引張強度領域端

部が圧壊し，急激な荷重低下

を示した。Type-4は，329kN

時に載荷点と支点を結ぶよ

うに斜めひび割れが発生し，

高引張強度領域間は支点側

端部下側と載荷点側端部上

側を結ぶように発生した。 

3.2 荷重変位関係 図-2に

荷重変位曲線を示す。最大荷

重は，表-1に示した。Type-1

と Type-4 が 330kN 程度，

Type-2 と Type-3 が 550kN

程度となり，破壊経路に応じ

たせん断耐力を示したもの

と思われる。 

3.3 既往のせん断評価式に

よる検討 既往のせん断耐

力評価式から，本構造におけ

る間接的なせん断スパン比(a/d)の効果に関する検討

を行う。検討には，式(1）に示す二羽らの式 2）と式(2）

に示す石橋らの式 3）を用いた。 

                     (1) 

                      (2) 

ここで，Vc：せん断補強鋼材を用いない棒部材のせん

断耐力，pw：軸方向鉄筋比，f’c：コンクリート圧縮

強度(N/mm2)，d：有効高さ，b：断面幅，a：せん断ス

パン d：有効高さ，βp：        (pw：軸方

向鉄筋)，βd： 

式(1）の a/dの適用範囲は，2.5以上，式(2）は 0.5

以上から 2.5 以下である。a/d の値を変化させて計算

を行い，実験結果のせん断耐力とほぼ一致する a/d を

確認する。この場合， a/dの値に応じて，式(1）と式

(2）を適用範囲で使い分けて検討を行った。図-3 は，

a/d を変化させ，材料強度の試験結果を用いて式(1)，

式(2)から計算を行った結果である。また，図-4 に既

往のせん断耐力の評価式から求めた計算上のせん断ス

パン（間接せん断スパン）と引張強度の高い領域の配

置から定まる実験上のせん断スパンの関係を示す。平

均値は 0.85 となり，計算値と実験値のせん断スパンが

概ね一致することを確認した。 

4.まとめ 本検討結果を下記にまとめる。 

(1)RC 部材内に高引張強度領域を配置することで，せ

ん断破壊経路を制御できる可能性がある。 

(2)せん断破壊経路を制御することで，せん断補強筋以

外で負担するせん断耐力を向上できる可能性がある。 

(3）実験結果を既往のせん断耐力式の評価から求めた

計算上のせん断スパン(a)と引張強度の高い領域の配

置から定まる実験上のせん断破壊経路の長さは概ね一

致した。 
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写真-1 各試験体の損傷状況 
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図-2 各試験体の荷重変位関係 
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図-3 間接的な a/d によるせん断耐力の検討結

果 
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 図-4 既往のせん断耐力評価式による間接せん断

スパンの検討 
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